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サステナブル・バリュー・マップ
（Sustainable Value Map、SVM）を用いた環境・社会インパクト分析の活用（1/2）

 SVMを用いることで、企業サステナビリティ活動の企業価値への貢献に関し、これまで見過ごされてきた価値やリスクを体系的に説明することを可能にし
ます

企業価値を財務・非財務要素の統合体として再定義する

 SVMとは、米国デロイトが開発したマルチステークホルダー視点にたつ企業価値の体系図です
 社会価値・従業員価値・環境価値といった具体的な非財務要素の内容や、それらと株主価値との相互作用が簡潔に図式化されています

SVM（Sustainable Value Map）とは

 多くの企業がサステナビリティ活動に取り組む一方、その活動が財務的価値や企業全体の価値にどう貢献しているかを体系的に示すことに苦慮してい
ます

 株主価値は金銭的に測定しやすいものの、従業員、社会、環境といったステークホルダーへの価値は定義や定量化が難しく、これが経営判断における
優先順位を下げてしまう一因になっています

課題ー多くの企業でサステナビリティ活動の意義につき腹落ちされていない

 SVMは、従来の株主価値に、従業員価値、顧客/社会/公共価値、環境価値を加えた4つの視点から、企業価値を統合的に捉えるフレームワークです
 各ステークホルダーが企業に提供する「投資（インプット）」と、企業活動から得られる「リターン（アウトプット）」をROI（投資収益率）の概念で整理
することで、これまで見過ごされてきた価値やリスクを可視化できます

SVMのフレームワークを用いて企業価値を統合的に捉える
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 SVMの活用は、単なる報告のためだけではなく、投資意思決定のプロセスに組み込むことで、新規投資案件がもたらす多面的な価値（財務的リター
ン、環境負荷削減、従業員エンゲージメント向上など）を評価し、より持続可能で長期的な価値創造に繋がる意思決定を促進することが可能です

 また、業績評価にSVMの指標を取り入れることで、組織全体でサステナビリティを「自分ごと」として捉え、価値創造活動を推進する文化を醸成すること
が可能です

活用場面
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サステナブル・バリュー・マップ
（Sustainable Value Map、SVM）を用いた環境・社会インパクト分析の活用（2/2）

 日本企業において、以下の具体的な場面でSVMを効果的に活用することが考えられます
日本での導入イメージ
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 サステナビリティ開示として会社の「ありたい姿」と自社競争優位の
源泉を活かして長期的な成長を目指す道筋を経営戦略上の事
業リスクおよび機会として可視化する

社会課題解決と事業成長を同時に成し遂げるCSV(Creating 
Shared Value)の創出プロセスと進捗を定量的に表現するために、
SVMの指標を活用する

 M&Aや事業の再編などの大型イベント、
定期的な経営資源の配分方針の見直
し・決定に際しての経営判断指標として
SVMの指標を活用する

具体的には、事業ポートフォリオの方向
性を検討する際、資本効率だけではな
く、炭素効率（GHG排出量売上高原
単位）などの非財務指標を加える。炭
素効率の算出は、実績ベースの気候変
動に関わるシナリオ分析や、各事業の
GHG排出量の長期予測を組み合わせ
た予測ベースを算定し組み合わせ、将来
目線での戦略的意思決定につなげる

 SVMの指標を活用し、製品開発に際しての経営判
断を行う

製品・技術の開発に際して複数の外部有識者等を
交えた検証を行い、一定水準を超えるものについて
自社の特定ブランドとして認定し、その開発や普及を
促進する取組を行う

将来における自社事業の安定性を高めるために、森林破壊や、
強制労働・児童労働などの撲滅という中長期目標とその目標に
向けた持続可能な原料調達に関する指標の選定においてSVM
を活用し、地球環境及び人権課題に対する取組を進める

消費者への利便性と社会・環境課題解消を
両立するための取組みに対する経営資源の
配分を継続し、経営上の優先順位を高く保
つために、関連するSVM上の指標を最重要
経営パフォーマンス評価の一つに組み込む

年度ごとの目標とアクションを事業計画の策
定の一環として設定し、定期的な経営モニタ
リング対象として、定性的な取組と合わせて
評価する

 オペレーションの成果の定点観測目的で、年
度・四半期ごとの進捗を取締役会にて報告・
審議する

従業員エンゲージメントが自社における超過
収益力と将来事業創造の源泉であると考え、
その向上に向けた取組の成果をエンゲージメン
ト指標にて評価する

活用場面

リスク及び機会の
識別・評価・分析

サステナビリティ
KPI設定と進捗
モニタリング

調達先の選別・
管理

製品ポートフォリオ
検討

事業ポートフォリオ
検討

人事施策との
リンケージ

活用法凡例：
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+ 天然資源
+ 安定した居住可能な気候
− 資産の物理的リスク
− 気象障害
− 労働時間短縮

投入資源への影響

+ 購買/収益
+ ブランド/ロイヤルティ
+ 社会システム
+ 経済システム
+ インフラ
+ 商慣行
+ 法制度
+ 教育システム
+ 操業許可
− 罰金・判決
− ボイコット
− 規制

+ 能力
+ 努力
− 苦情
− 抗議/ストライキ
− 人材離職率

+ 投資家のリターン
+ 利息
+ エシカル投資
− 過大な事業リスク
− ESGパフォーマンスの低さ
− 過剰な投入コスト
− 高い資本コスト

人的資源への影響

天然資源への影響

社会資源への影響

+ 雇用/収入
+ 福利厚生
+ 学習・育成の機会
− 貧弱な多様性、公平

性、インクルージョン
− 劣悪な安全衛生

+ 製品/サービス
+ 経済活力
+ 法人税、従業員税および

投資家に対する課税
+ コミュニティの発展
− 非倫理的行為
− コミュニティの効用低下
− インフラの効用低下
− プライバシーのリスク/問題

+ 環境への責任
+ 環境開発
− GHG排出量
− 過剰なエネルギー・資源消費
− 生息地の破壊
− 資源の浪費/枯渇

開発・生産効率の向上
コーポレート/シェアードサービスの効率性の向上現在の顧客の維持と拡大

価格設定の強化
収益を生み出す資産の活用

在庫回転率の向上

税効率の向上

PP&E回転率の向上

物流・サービスの効率化
運転資本回転率の向上

顧客対応効率の向上新規顧客の獲得

外部要因マネジメント水準向上

マネジメント・ガバナンス水準向上
実行能力の向上

持続可能性マネジメント水準向上
無形資産効率向上

目的の改善:     ミッション/ビジョン/価値観    企業倫理    競合行動     経済・社会・環境影響多様性/公平性/インクルージョン

価値管理の向上:    経済的/株主価値     従業員価値     顧客/社会/公共価値     環境価値
戦略の向上:    事業戦略     運用モデルの品質/耐障害性    人的資本戦略    テクノロジーとデータ戦略            

バ
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ライ
バ

会
社
の
アク

シ
ョン

経済価値
社会価値・環境価値

財務資本

インプット アウトプット

労働慣行と提案の改善 (社内およびサプライチェーン全体)

従業員の安全衛生の向上
多様性、公平性、インクルージョンの向上

人材に対する認識の向上
人材配置の改善
人材活用の向上

従業員の価値観と優先事項の理解の向上

文化、経営、ガバナンスに人材目標を組込む

バ
リュ
ード
ライ
バ

会
社
の
アク

シ
ョン

新製品・サービスの革新
アクセスと手頃な価格の向上

品質・安全の向上
お客様のプライバシーの向上
データセキュリティの向上
製品表示の改善販売慣行の質と公平性の向上

インフラストラクチャの使用率/効率性の向上

コミュニティとの関係/サポートの向上

顧客福祉の向上

ビジネスがお客様とコミュニティに与える影響の把握
コンプライアンス・パフォーマンスの向上

バ
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ライ
バ

会
社
の
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シ
ョン

事業が環境の持続可能性に与える影響の把握

環境負荷目標の設定・監視・管理
文化、経営、ガバナンスに環境目標を組込み

温室効果ガス (GHG) 排出量の削減大気質管理の改善
エネルギー管理水準の向上上下水道管理の改善

廃棄物・有害物質管理の強化
環境負荷マネジメントの向上

資源効率、エコシステムへの影響、製品ライフサイクル管理の向上

バ
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ード
ライ
バ

会
社
の
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シ
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在庫 運転資本

資産効率

PP&E

株主価値
収益成長率

数量 単価 販売費及び
一般管理費 売上原価 税金

営業利益 株主の期待

外部要因強み

人財資産

能力、スキル、経験 時間と労力

従業員の価値

給与、福利厚生、主体性 経験と能力開発

従業員への還元

公平さ、目的意識、帰属意識

インフラ資産

商慣行/法制度道路、鉄道、 
港、橋梁

製品と
サービス

人間&
コミュニティ開発

顧客・社会還元
会社と従業員

税金

社会権
データ&

プライバシー 尊重&透明性 健康&安全 人権 教育
システム

顧客/社会/公共価値

資源資産

土地と森林空気と水 材料・鉱業 生物多様性 生息地

環境価値
気候資産

温度・湿度 天候持続可能な
資源

美しく
居住可能な世界

環境リターン
持続可能な生態系
・ 生物多様性

リスク/レジリエンス管理の向上:    システミック・トランジション・リスク     物理的リスク     重大なインシデントのリスク     情報セキュリティ/プライバシー    法規制リスク     風評リスク

「+」および「-」の記号は、それぞれ一般的にプラスまたはマイナスと見なされる影響を示します。 

サステナブル・バリュー・マップ
マルチステークホルダーの視点に立ち、持続可能な長期的価値の構築を支援
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